
６．おわりに

以上、室町期と戦国期における常陸平氏について、鹿島社七月大祭大使役を事例にみてきた。大

使役は、七月大祭実施のために必要となる郡銭徴収といった大きな負担となる一方、鎌倉期以来の

大使役勤仕や領地に対する郡銭賦課により支配権の正当性を主張できるという、二つの側面を有し

ていたと言える。

室町期においては、郡銭徴収に伴う負担の大きさや、常陸国への影響力を有する両公方の存在も

あり、勤仕に対して消極的な姿勢がみられた。戦国期に進む過程で古河公方の影響力は縮小するが、

これに代わり伸長してくる佐竹氏のような勢力が存在していた。戦国期の真壁氏は、大使役を勤め

ることによる影響力を利用することで、自領支配における正当性を主張するために、大使役を勤仕

していたことが推察される。これに加え、制札などの鹿島社等による働きかけもあり、大使役は巡

役体制が崩れつつも、戦国期まで一応継続していたものと考える。

最後に、本研究の教材としての可能性について述べる。歴史を学ぶ上で、教科書内容の学習を通

し、通史を理解することは重要と言える。しかし、歴史をより自分に近いものとして捉えるために

は、地域の歴史に触れる機会も必要になると考える。地域の歴史を学ぶことは、その地域に対する

理解や関心を高めると共に、文化財や地域史を次の世代に繋げるという観点からも、意味があるも

のと言えよう。本稿で扱った常陸平氏の各氏は、鹿島社が位置していた鹿島はもちろん、常陸国内

の各地域に分立して活動していた。この点、常陸平氏は茨城県内の多くの地域において、地域の歴

史を学ぶ際の題材として、活用する余地があるものと考える。以上を踏まえ、今後も教材研究およ

び授業実践等、教育現場での活用について、思考と実践を繰り返していきたい。
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１．研究の目的と意義 

本稿では、今日、金融経済教育や資産運用への関心が高まっていることや、金融経済教育に関し

て様々な課題が残されていることを踏まえ、金融経済教育に関する課題を明らかにし、その課題を

解決すべく中学校社会科公民的分野における授業開発を行うことを目的として研究を進める。 

 

２．「金融経済教育」の定義 

金融に関する教育については、これまで主に「金融経済教育」や「金融教育」という言葉で表さ

れている。これらは、基本的に同じ意味として扱われており、「お金や金融の様々なはたらきを理

解し、それを通じて自分の暮らしや社会について深く考え、自分の生き方や価値観を磨きながら、

より豊かな生活やよりよい社会づくりに向けて、主体的に行動できる態度を養う教育i」とされて

いる。本稿では、金融経済教育と金融教育については、これらを区別せず「金融経済教育」という

一つの言葉で統一して扱うこととする。 

 

３．金融経済教育に関する調査 

 本稿では金融経済教育に関する現状を把握するため、2つの調査の結果について検討する。第 1

に、金融広報中央委員会が 2022年に実施した「金融リテラシー調査」iiである。この調査の結果

では、日本の金融教育に関するいくつかの課題や特徴が明らかになった。まず学校教育等で金融教

育を受けたと認識している人の割合は 7.1％と低い水準にとどまっており、金融教育の普及が十分

とはいえない状況となっている。一方で、71.8％の人が金融教育を行うべきと考えており、金融教

育に対する関心やニーズは引き続き強いことが示されている。 

また、金融経済教育を推進する研究会は、2022年に「中学校（教員・生徒）における金融経済

教育の実態調査報告書」iiiを出している。調査結果によれば、教員の９割以上が学校内で金融経済

教育について必要だと考えており、金融経済教育の必要性が広く認識されている。一方で、金融経

済教育を授業で取り上げる際には、生徒にとって理解が難しいことや、教える側の専門知識につい

て不足していることに困難を感じている教員が多いことが示された。また、金融経済教育を実施す

るために必要な支援については、ICTを活用した授業に使えるデジタル補助教材・資料や、平易な

内容で生徒が利用しやすい副教材が必要であるという回答が特に多く挙げられていた。さらに、学

習内容については、実生活とのつながりを感じにくいことや、実践的な知識が少ないこと等が指摘

された。加えて、思考力や態度といった能力が育まれにくいことや、自立に必要な基本的能力が身

につきにくいことについての意見も多く出ている。 
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４．金融リテラシー・マップ 

 以上のような調査をはじめとした、金融経済教育に関する研究では、「金融リテラシー・マッ

プ」ivの内容を基として論じられることがほとんどである。金融リテラシー・マップは、金融経済

教育推進会議が作成している、最低限身に付けるべき金融リテラシ－を、年齢層別に体系的かつ具

体的に記したものである。 

 

５．金融リテラシー・マップと学校内の金融経済教育の内容の比較 

 金融リテラシー・マップと学習指導要領vを比較すると、マップの「金融分野共通」の内容と中

学校社会科公民的分野で扱われる内容には一部違いがみられるものの、ほぼ内容的には網羅されて

いる。また現行の「東京書籍」viの教科書と比較すると、「金融分野共通」に関連する内容は、教

科書の中でもほとんど扱われており、指導計画にも触れられている。しかし、「継続して貯蓄・運

用に取り組む態度を身に付ける」「リスクとリターンの関係について理解する」「お金を投資するこ

との生活設計上の意味を理解する」「金利計算（複利）を理解する」といった、主に投資に関連す

る内容については、一部で触れられているものの、十分に扱われていないことが判明する。 

 

６．金融経済教育に関する課題 

  以上のような金融経済教育に関する現状を踏まえ、学校教育内における金融経済教育の課題点

を述べる。第１に、学校内で行われている金融経済教育の内容についてである。前述した金融リテ

ラシー調査の結果から、金融経済教育を受けたと認識している人が少ないという結果が出ている。

その一方で、中学校社会科公民的分野の教科書を確認すると、金融経済教育に関する内容は数多く

扱われている。それでも、金融経済教育を受けたと認識している人が少ないということは、「中学

校（教員・生徒）における金融経済教育の実態調査報告書」にもあるように、学校教育内で行われ

ている内容について、実践的な知識が少ないことや、実生活とのかかわりを感じづらいこと、思考

力や態度といった能力が育まれにくいこと等の理由によるものだと考えられる。第２に、金融経済

教育について、学習指導要領や教科書と金融リテラシー・マップとの間で若干の違いがみられるこ

とである。前述したとおり、中学校社会科公民的分野と対応しているのは、マップ内の中学生段階

における「金融分野共通」という分野である。「金融分野共通」に関連する内容は、教科書の中で

もほとんど扱われている。しかし、「継続して貯蓄・運用に取り組む態度を身に付ける」「リスクと

リターンの関係について理解する」「お金を投資することの生活設計上の意味を理解する」「金利計

算（複利）を理解する」といった、主に投資に関連する内容については、一部触れられているもの

の、十分に扱われていないと考える。このように、扱っている内容に一部違いがみられるため、金

融経済教育が学校内で行われにくい状況にあると考える。以上のことを踏まえ、中学校社会科公民

的分野における授業を構想する。 

 

７．授業案 

 前述した課題を踏まえ、授業の構想を行った。表 1は、本単元の指導計画である。 

 

表 1 指導計画 
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表 1 指導計画 

時 

間 
学習内容 

評価計画  

指導内容 知 

技 

思 

表 

主

体 

１ 

生産活動 

〇   

人々の生活に必要なものが、企業によって、分業や交

換が行われながら生産されていることを理解するこ

とができるようにする。 

２ 

企業の種類 

〇   

企業には様々な種類があることや、企業は社会的責

任を果たすべきだと考えられていることを理解する

ことができるようにする。 

３ 

労働者の権利 

〇   

労働者の権利として代表的な法律や、労働者を守る

ための労働組合の意義について理解することができ

るようにする。 

４ 

労働環境の課題 

 〇  

現代の多様化する労働の在り方や、非正規雇用者が

増加していること等の課題について、考察し、表現で

きるようにする。 

５ 

株とは何か 

〇   

株式会社が多くある理由を考えさせることで、株式

会社や株式の特色、株主の権利について理解するこ

とができるようにする。 

６ 

株価変動に与える影響 

  〇  

株価が変動する理由について、株価が大きく変動し

た例や、その当時の社会の出来事や企業の動向から

考察し、表現できるようにする。 

7 

８ 

 

株の売買をしよう 

 〇 〇 

株価が変動する要因から、実際の企業の株価につい

てどのように変化するか考察し、表現できるように

する。 

企業と家計のかかわり方から、社会に主体的にかか

わろうとさせる。 

 東京書籍の指導計画では、本指導案の第 5、6、7、8時の内容は、本指導案の第 2時の内容の後

に取り上げられている。本指導案では、第 1、2時で生産や分業、企業の種類を学んだ後に、第

3、4時で労働者や労働環境の現状、課題について学ぶことで、第５時以降で株式に関連する内容

について、生活をより豊かにしていくという面から意欲的に学ぶことができるよう、学習の順番を

入れ替えている。また、第 5時以降では、株式について 4時間の授業内で扱うことで、学校教育内

で扱われにくい投資に関連した内容について十分に学習の時間を設けている。特に第 6時では、株

価の変動について外部教材を用いて身近な企業の株価から、株価が変動する理由について考察させ

る内容となっており、実生活とのかかわりを感じられ、思考力を育むことにつながる学習内容とな

っている。さらに、第 7、8時では、実際の企業の株価から、選んだ企業の株価の推移を予測して

いく活動を行うことで、実践的な内容としている。 
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８．本研究の成果及び今後の課題 

本研究における成果は、金融経済教育に関する課題を明らかにし、中学校社会科公民的分野にお

ける授業実践の開発を行うことができた点だと考えている。 

 一方で本研究において課題も残されていると考える。１点目は、他校種での検討ができなかった

ことである。２点目は、教科横断の可能性について検討できなかったことである。３点目は、開発

した授業を実践できていないことである。以上の課題を踏まえ、本題材についてこれからも研究及

び実践を重ねていきたい。 
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